
 

建築電気設備施工標準（改訂版）の発行にあたって 

 

 

一般社団法人 建築設備技術者協会 

 

 

一般社団法人建築設備技術者協会は，空気調和換気設備，給排水衛生消火設備，電気設

備，搬送設備等の建築設備の全部門にわたる技術者（建築設備資格者）の団体であり，昭

和 53 年に空気調和・給排水設備施工標準を，平成 10 年に電気設備施工標準を発行して

おります。 

空気調和・給排水設備施工標準につきましては，適宜改訂をしているものの，電気設備

施工標準においては，初版以降，技術の進歩に追いついた改訂が出来ておりませんでした

が，数年前より委員会を発足し，改訂作業を進めてまいりました。 

『施設の組み立て，作り方，納まり，取り合い等を主な内容とし，機能的で且つ安全な

使い易い施設作りを目的とした建物の計画・設計業務を行うための施工技術書』という初

版のコンセプトを踏襲し，初版内容の技術的フォローアップという観点でスタート致しま

した。しかしながら，電気関連の法改正や電気資機材・施工方法の変化，通信分野などに

おける技術革新など，全面的な改訂の必要性を委員会メンバー全員が感じました。また，

本書を手に取る方々は，技術知識の少ない若年層であるため，出来るだけわかりやすい構

成・表現に見直すことも重要ということで意見も一致しました。その為，各委員の作業量

も増え，予定よりも改訂期間がかかってしまいましたが，その分，内容は充実したと感じ

でおります。 

本書は施工の標準シリーズとして，教科書，講習会，現場施工の参考に役立つ施工技術

書であり，電気設備の施工概要，項目別解説，各施工資料，現場資料等の実務的内容を記

載したものとして，広く活用して頂きたいと思います。 

本書発行にあたり改訂委員，各執筆者ならびに図表・写真等の転載等にご協力を頂いた

企業の皆様には，ご多忙の中，ご協力を頂き感謝いたします。 

 

令和 4 年 6 月 

 

「建築電気設備施工標準」改訂版編集委員会委員長 

坂田 実 
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